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はじめに

平成10年(1998年)7月12日に執行された第18回参議院選挙は、自由民

主党(以下、自民党)が改選議席61数を16議席も減らし、翌日の新開に

「自民惨敗　首相退陣へ」という文字が踊ることとなった(1)。

第18回参議院選挙で自民党が惨敗した最大の理由は、予想を大きく上回

る投票率であった。このような投票率の上昇を「民主主義システム」に対

する信頼と評する者がおおい(2)。しかし、選挙直前に流布された投票率の

低下予想を通じて、これを民主主義の危機と関連付けるのは問題であり、

正確には「議会制民主主義」の危機というべきであろう。新聞中にも踊っ

た選挙投票率の低下が民主主義の危機を招来するとは、投票率の低下が多

数の民意を反映しない政党・政府が独裁的な政治行動を行う危険がある、

とするものであった。マスコミを通じて投票率上昇のために使用された民

主主義の危機論は、20%程度の支持率しか持たない橋本政権に対する批判・

懸念に通じる意味を持つものであったといえよう(3)。

また、最大の争点とされた景気対策の面でも当該選挙は、当初、減税の

野党、公共事業投資の与党・自民党といったような争点形成が野党側から

提起された。そして、不景気が平成9年4月の消費税率の5%へのアップ

が原因であったと経済企画庁が選挙直前の平成10年6月に認めたことで野

党側にとって追い風が吹き、橋本政権の責任という争点が形成されかかっ

た(4)。しかし、景気回復に消費税率の低下が消費効果を生むのか、という

点や財源問題について詰めた議論がなされないなかで、自民党が不良債権
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処理および金融改革から、平成10年7月2日付でブリッジバンク制度を提

唱し、同年7月8日付で所得税・法人税で恒久減税を主張することによっ

て争点は不明確となった。これにより政策面で与野党間で差違がなくなり、

共産党が消費税の撤廃ではなく3%へ戻すといった政策転換が「柔軟路線」

とのイメージを生むだけであった。これにより、自共対立という自民党と

日本共産党間の対立点のみがクローズアップされ、本来ならば、中間に位

置する民主党は伸び悩むはずであった。だが、争点が喪失したことは、有

権者をして抽象的な技術論に終始する各党の景気対策に対してではなく、

不景気の現状に対する不満と言う形で噴出することとなった(5)。そして、

これを前述の民主主義の危機論が後押しをすることとなったのである(6)。

結果的にこれまで棄権という投票行動を行ってきた支持政党なし層=無党

派層の有権者は、現状への不満を投票という行動でぶつけたのである。こ

れにより高い投票率が出たのであるが、選挙結果は、自民党が提示した不

景気→景気回復の必要性→景気回復のための政権安定→自民党の単独過半

数議席確保、というシナリオが否定されたことを意味したものの、上記の

状況下で単純に野党側による、不景気の責任論→代替案の提示→政権交代

への理路→自民党の単独過半数阻止というシナリオが受け入れられたとも

言い切れないのである。

このようななかで、自民党惨敗演出の一翼を担ったのが広島選挙区での

自民党二議席独占を阻止する柳田稔氏の当選であった。これは、23年ぶり

に自民党が広島選挙区で公認候補を二人立てたことに由来するものである

が、前述のマスコミによるアナウンス効果および広島選挙区における自民

党二議席独占という投票日前のマスメディア等の予想とが、各候補の予想

を上回る投票率(各陣営は、47%程度までは織り込んでいたが、58%の高

得票率を予想できていなかった)とシンクロして、無党派層を柳田氏への

投票に向けさせたのであった。

以下では、当選した亀井郁夫(自民党)、柳田稔(無所属)と次点となっ

た奥原信也(自民党)三氏の選挙戦略と得票の結果・内容を分析し、「保
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守王国」とよばれる広島選挙区について考察することとしたい(7)。

1.三氏の選挙戦略
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広島選挙区での争点は、自民党広島県連が平成9年10月に、引退する宮

澤弘代議士の後任に、二人の候補、亀井郁夫と奥原信也の両氏を公認した

ことに始まる。これにより、自民二議席独占が広島選挙区の最大の争点と

なった。一方の柳田稔氏の場合は、旧民社党系の労働組合団体である友愛

同盟からの支持をうけたものの、連合広島全体の推薦を受けられないなか、

平成10年2月に入って本格的な選挙戦を開始したのであった。

(1)亀井郁夫陣営の選挙戦略

亀井郁夫氏は、広島七区選出の有力自民党代議士亀井静香氏の実兄にあ

たる。経歴は、昭和8年(1933年)生まれ、東京大学法学部を卒業し、旭

化成株式会社取締役を最後に政治家に転身、県議を一期経験している。し

かし、庄原市を中心とする県議選は、当時の木山徳郎県議会議長との間で

戦われ、怪文書が飛び交うKK戦争と呼ばれる凄惨な選挙であった。結果、

亀井郁夫氏が当選したものの、次の選挙では、急死した木山県議会議長の

遺子耕三氏に僅差で破れた。亀井氏は、平成5年(1993年)11月7日に執

行された広島県知事選挙に出馬したものの、参議院から鞍替えし自民党の

公認をとった藤田雄山氏に10万票の大差をつけられ敗北したのであった。

以後、5年の間、浪々の身となり、今回の選挙を亀井陣営では、最初で最

後の国政選挙と位置づけ背水の陣を敷いたのであった。

第18回参議院選挙における亀井陣営の選挙戦略は、かって敗れたりとは

いえ、全県で29万票余りを得票したという実績、これにともなう知名度を

前提としたものであった。特に、弟静香代議士の地盤外である広島県西部

に関しては、知事選に際して取得した約15万人分の名簿を利用し、浸透を

図るものであった。また、県議23年のキャリアを有する奥原候補が後述の
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ような県議による「取り纏め型」得票をめざして当初、自民党系県議46人

中34人を組織したため、亀井陣営は、8名の県議と20人におよぶ亀井静香

代議士の秘書・後援会を中心に活動することとなった(全県16個所に事務

所を展開した。なお、この時点での県議会内の明確な亀井派は8名、最終

的には13名)。その方法は、亀井派県議による票の取り縫めとともに(8)、

亀井氏自身による小選挙区並の徹底した「ドプ板」選挙であった。亀井郁

夫氏は、小人数の後援会にもいとわず参加し、精力的に活動、5ないし6

名程度の小企業にまで知名度を浸透させたのであった。

このような選挙戦略を陣頭指揮にあたった亀井静香代議士の秘書たちは、

異口同音に"必然ではなく、奥原陣営が県議を多数擁したため仕方がなかっ

たからだ,と述べている(9)。しかし、結果的に全県的な亀井郁夫氏自身の

知名度を、自民党色を前面に出さず展開させたことは、広島県の広範な保

守層に受け入れられることとなった。

そのうえで、亀井郁夫氏の講演会では、剛腕で強烈な弟静香代議士のキャ

ラクターを対照的に利用し、郁夫氏の温和で誠実なイメージ形成に成功し

た。「兄弟愛」を一つのテーマに講演会等での劇場的効果を高めたのであっ

た。このように亀井静香代議士が選挙活動をなしえたのは、彼が自民党内

で反執行部の立場にあり、時間的余裕があったためであった。これに反し

て、奥原候補の陣営では、選挙対策本部長である池田行彦代議士が元外相

として選挙直前に外遊に出ていたことと対照的であった。さらに、政策的

にも、従来から所得税、法人税等の恒久減税を主張しつつ、公共事業の誘

致という点でも一貫していたこともあげられる。講演会で亀井静香代議士

は、公共事業投資の受益者である建設業界関係者には、公共事業の誘致を

主張し、一般の消費者に対しては、建設大臣としてダム建設を14個所中止

させ、環境に配慮したことをアピールしていた。これは、選挙期間中に、

橋本政権・自民党執行部が選挙対策として所得税等の恒久減税導入を主張

したことを捉えて、橋本政権が亀井静香氏の主張を受け入れた、とも説明

でき、その政策的一貫性を強調しえることとなった。また、亀井陣営が広
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島の広範な保守層のみならず、JR西日本広島地方本部のような労働組合

の支持まで、旧国鉄長期債権処理法案への反対を条件として獲得したこと

は、亀井兄弟の政治力・実行力を印象づけるものであった。

平成10年6月25日の選挙公示後は、平成10年7月2日付r週刊文春」の

選挙予想で二重丸がついたことから、亀井氏の票が同じ保守の奥原氏に流

れるのを警戒するものとなった。しかし、その間も亀井陣営は、奥原信也

氏の地元・呉市に、現職の久間章夫防衛庁長官を講演会に招き、呉海上自

衛隊総監部等の自衛隊票の獲得を図り、奥原氏の選挙対策本部長池田行彦

代議士の本拠竹原市にも現職の鈴木宗男北海道開発庁長官を応援演説者と

して投入、公示後も保守層の上滑りを警戒し、攻める姿勢を保持したので

あった。そして、亀井陣営は、亀井静香代議士の硬い地盤である県東部

(旧広島3区、現在の6区7区)での大量得票を前提としつつ(10)、知事選

での得票数29万票を目標に県西部・広島市部への浸透を図りつつ選挙戦を

行ったのであった(11)。

(2)柳田稔陣営の選挙戦略

柳田稔氏は、昭和29年生まれ、東京大学工学部を卒業後、神戸製鋼株式

会社に入社するも、同社が経営不振を理由として広島を撤退したのを期に、

旧民社党系である友愛同盟系労働組合の専属となった。その後、広島旧3

区から立候補、平成2年2月から同8年1月までの二期、衆議院議員とし

て活動している。衆議院議員としては、主に厚生委員会・労働委員会に所

属した。その後、小選挙区制度となった広島6区で宮澤喜一氏と争い、落

選。当該選挙は、衆議院からの鞍替えであった。しかし、柳田氏の立候補

は、容易ではなかった。友愛同盟からの支持で平成10年2月4日に出馬を

決意したものの、友愛同盟の母体でもある連合広島が、広島県教職組合等

を地盤とする新社会党・現職の栗原君子氏と、これに対抗して社民党が独

自候補として石田明氏を4月に擁立したことにより、三つに分裂したから

である(12)。さらに、前述のように、JR西日本広島地本が亀井陣営支持を
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打ち出したことは、大きなダメージであった。

そのようななかで、柳田陣営の選挙戦略は、二つの方向を有していた。

一つは、柳田氏が無所属として立候補したことに象徴的なように支持母体

である友愛同盟系の組合票のみならず、今回、独自選挙となった公明・創

価学会の硬い組織票の確保を考えたことである。第二に、日本新党以来の

選挙方法である無党派層への浸透をはかり、「やるきだ君」というキャラ

クターを使用して、広島市内を中心に辻演説を多数こなしたことであった。

その際、柳田候補は、後者の点で、自民党に二議席独占を阻止することを

争点としてあげ、柳田候補自体が43歳と若いことと衆議院二期の実績を背

景に、壮年・若年層への浸透を図らんとしていた。公示後、柳田陣営は、

主に広島市の中心的繁華街である本通りを中心に選挙演説を展開したので

あった。

このなかで柳田陣営は、勝算の根拠を第14回参議院選挙における小西博

行氏の得票数324,935を積算の基準に置き、この約8割にあたる29万から

30万票を目標としていた(13)。とはいえ、当該選挙における広島友愛同盟

の組織力は、組合員全員で3万2千から3万3千人に過ぎず、これを含め

た連合広島の組合員総数194,478人の8割程度15万6千人程度が得票上の

MAXと考えていた(14)。これだけでは、目標の30万票は遠い数字であった。

このように柳田氏は、友愛同盟を背景として2月4日に出馬をしたが、社

民党・新社会党を含めた広範な労働組合、具体的には連合広島の支持をえ

ることができなかった(15)。このため、柳田候補は、衆議院選挙の地盤福

山市および友愛同盟系の組織票を基盤にしつつも、公明・創価学会票の獲

得と、投票率の上昇による得票の上積みを期待し、選挙演説では若年・壮

年層の投票を強く訴えることとなったのである。

(3)奥原信也陣営の選挙戦略

奥原信也氏は、昭和17年生まれ、慶応大学卒業後、広島県議会議員を6

期23年、県議会議長をも勤めている。奥村氏の県議としての地盤は、呉市
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であった。呉市は、実父奥原義人氏(現呉信用金庫理事長)が三期市長を

務めた強固な地盤であった。このため奥原信也氏自身、これまで選挙戦ら

しい選挙戦を行った経験をもたなかった。また、奥原氏の叔父奥原征一郎

氏を社長とするコトブキ技研工業を中核とする寿グループは、呉市経済界

の中心にあり、奥原氏一族は、呉市の政財界を担う地方名望家であった。

地盤の性格からして奥原氏は、亀井氏が弟静香代議士との関連から、中央

とのパイプをもって利益誘導するのではなく、地方政治の意見を中央に反

映させる地元密着型の政治家ということができよう。

このため選挙戦は、県議会議長としての声望から、46名の県議中34名の

支持をえ、さらに、旧宮澤派・宏池会系の代議士、薄手顕正参議院議員、

岸田文雄衆議院議員、池田行彦衆議院議員等の応援もあり、当初、優位な

選挙戦が想定されたのであった。しかし、前述の亀井陣営が広島県西部ま

で知名度を活かして浸透を図っていたため、選挙戦略の変更を余儀なくさ

れることとなった。それは、6月初旬頃までは、前述の寿グループを中核

に据えた企業的な選挙活動を中心に展開していたものの、6月中旬から公

示日までの問、全く動かなかったことでも類推できる。この間、選挙参謀

に若干の移動があり、公示日以降は、市議一県議一国会議員という「取り

績め型」の選挙戦略に全面的に転換したのである。この空自期間は、選挙

対策本部長の池田行彦代議士が外遊中とも重なり、池田代議士の帰省を契

機に選挙戦術を転換したものと考えられる(16)。そして、先行する亀井陣

営が掘り起こした広島の広範な保守票を市議・県議等を利用して、奥原陣

営に呼び込むとともに、低い知名度の挽回を策したのであった。このよう

な奥原陣営の選挙戦略は、今回の参議院選挙が低投票率となるとの予想に

もとづくものであった(17)。つまり、奥原陣営の選挙戦略は、多数の県議

を抱えていることを政治的資産として彼らの個人後援会による集票力を前

提としたものであった。これは、平成11年春に予定されている地方統一選

挙ともあいまって県議達が積極的に票の取り纏めに入るとの目算もあって

のことであった。この選挙戦略のもと奥原信也氏は、公示日以降、各所で
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県議・市議等を中心とする講演会を開催、これに精力的に参加することで

保守票の取り纏めに入った。そして、政策的には、自民党中央のブリッジ

バンク制度および恒久減税導入の政策転換を受け入れつつ、県議会議長と

の地元密着型の政治家であることを宣伝。かつ、平成10年7月2日付r週

刊文剰誌上での亀井氏絶対優位との報道をうけて、二議席目の当選を目

標として、亀井氏支持票の積極的な取り込みを行ったのである(18)。

以上のように、三候補の選挙戦略を要約すれば、小選挙区そのままに亀

井静香後援会を背景に選挙戦を推し進める亀井氏、友愛同盟および公明・

創価学会の組織票を前提に無党派層への浸透を図る柳田氏、従来型の市議

一県議一国会議員と積み上げる「取り纏め型」の選挙を展開する奥原氏と、

三者三様の選挙戦略を展開したのであった。

2.選挙の結果と傾向

そして、7月12日、有権者による投票が行われた。当日は、曇りで公示

日後の猛暑からすればすごしやすく、絶好の投票日和となった。結果は、

投票時間が午後8時まで延びたこともあり、58.36%という予想外の高い

投票率を記録した。翌13日午前1時20分に終了した開票結果は、次のよう

なものであった。

当選　344,377票　亀井　郁夫(64　日新)

当選　287,923票　柳田　稔(43　無新)

278,927票　奥原　信也(55　日新)

120,455票　石田　　明(70　社新)

115,647票　二階堂洋史(48　共新)

98,795票　栗原　君子(52新社現)

29,711票　平沢　智子(37　諸新)

自民党の広島選挙区二議席独占はならず、柳田氏が当選、奥原氏は次点

となった。
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(表-1)第18回衆議院選挙主要三候補の得票(小選挙区別)
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亀井郁夫 柳 田　 稔 奥原信也

参　 考

1993年

県知事選

参　 考

1 99 2年

参院選

小西博行

1 区 中　　 区 9 ,63 5 10, 763 9, 664 11 ,778 10 ,7 03

東　　 区 1 0, 292 1 1,4 54 8 ,8 9 3 11,0 58 9 ,5 0 1

南　　 区 1 0, 254 12,7 5 1 10,3 84 13 , 164 10 ,6 24

1　 区　 合　 計 3 0, 18 1 3 4,9 68 28 ,9 4 1 36 ,0 00 30 ,8 28

2 区 西　　 区 1 3, 719 1 5,9 19 13 ,3 8 1 17 ,4 2 1 12 ,5 02

佐 伯 区 9 ,4 83 1 1,0 29 9 ,3 59 12 ,4 80 9 ,5 53

大 竹 市 3 ,9 26 4 ,5 15 5 ,7 76 4 ,6 34 2 ,6 59

廿 日市市 5 ,5 85 7,8 49 5 ,5 05 6 ,6 26 5 ,8 68

佐 伯 郡 5 ,8 93 8 ,8 6 1 5 ,9 7 1 6 ,3 15 9 ,5 16

2　 区　 合　 計 38 .6 06 48 , 173 .39 ,9 92 47 ,4 76 4 0 ,0 98

3 区 安佐南区 14 ,0 44 18 ,5 56 13 ,6 83 18 ,2 86 13 ,2 65

安佐北区 13 ,3 56 16 ,8 2 1 10 ,8 20 12 ,4 87 8 ,7 38

山県 ・高田各郡 10 ,7 32 13 ,3 10 4 ,5 07 4 ,5 77 7 ,8 68

3　 区　 合　 計 38 , 132 48 .68 7 29 ,0 10 35 ,3 50 29 ,8 71

4 区 安芸区 ・東広島市 12 ,3 57 17 ,4 52 13 ,5 2 1 15 , 157 21 .63 4

賀 茂 郡 3 ,8 83 5 ,0 10 3 ,5 55 3 ,3 11 8 ,7 15

安芸郡 (内陸部 ) 14 .5 99 1 1,43 3 14 ,63 8 10 ,2 91 13 ,98 7

4　 区　 合　 計 33 ,89 5 28 ,7 59 4 4 ,33 6

5 区 安芸郡 (沿岸部 ) 3 ,52 8 2 ,8 29 12 ,08 0

呉　　 市 17 , 178 10 ,05 5 24 ,38 4 18 ,7 97 5 0 ,88 2

竹 原 市 2 .88 7 3 ,48 0 2 ,94 0 2 ,8 59 5 ,85 9

豊 田 郡 6 ,64 1 8 ,49 7 6 ,78 1 5 ,70 2 16 ,08 5

5　 区　 合　 計 25 ,56 0 3 0 ,18 7 8 4 ,90 6

6 区 三 原 市 8 ,82 4 11 ,60 0 12 ,74 6 13 ,80 9 5 ,7 13

尾 道 市 9 ,39 3 16 ,16 6 8 ,44 8 12 ,54 1 4 ,74 5

因 島 市 5 .05 2 6 ,62 9 3 ,83 9 4 ,13 7 1 ,7 19

府 中 市 5 ,75 9 8 ,68 8 3 ,63 0 4 ,7 18 1 ,68 1

三 次 市 9 ,69 7 8, 38 1 2 ,45 6 2 ,8 10 2 ,0 04

庄 原 市 9 ,98 2 8, 14 9 1 ,22 0 1 ,34 0 4 7 7

郡　　 部 3 6 ,42 0 3 5, 714 8 ,38 2 10 ,89 7 5,8 44

6　 区　 合　 計 8 5 .12 7 9 5,3 2 7 4 0 ,72 1 5 0 ,25 2 2 2, 183

7 区 l

l

福 山 市 3 0, 38 3 4 3, 11 7 3 0 ,53 2 4 9 ,9 6 1 2 2,4 47

郡　　 部 10, 754 14,6 50 6 ,54 2 9 ,9 28 4 ,2 58

7　 区　 合　 計 4 1, 13 7 5 7,7 6 7 3 7 ,074 59 ,8 89 2 6,7 05

広 島 県 合 計 29 0. 72 8 34 4.3 7 7 24 1 ,55 7 28 7,9 23 27 9,9 27

備　 考 投票率 得票率 投票率 得票率 得票率

4 7 .6 6%

得票率

2 8 .94 %

26 .99 % 4 9 .83 %

得票率

2 2 .7 1%

22 .57 % 21 .94 %

(福山市選挙管理委員会r選挙の記録j平成10年3月、r中国新聞j平成10年7月13日付日刊か
ら作成)
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そこで以下では、(表-1)の得票分布およびRCC中国放送が行った電

話調査・出口調査、月寸Nネットの直前の電話調査をもとに選挙結果の意

味を分析することとしたい。

(1)得票における地域偏差

前述の選挙戦略の結果は、(表-1)の得票分布に顕著にでている。ま

ず、亀井候補の場合、自陣営が参考としてあげた平成5年11月7日執行の

広島県知事選挙と比較しても明らかなように、全県的な支持をうけている。

広島市内でも、柳田氏の102,877票、奥原氏の82,877票に対して、104,450

票を獲得しており、トップを維持している。そして、得票は、一つの区に

偏りが有るわけでなく、まんべんなく得票しているところに特徴がある。

さらに、亀井静香代議士の地盤である6区および7区の郡部(沼隈郡、深

安郡、芦品郡)では、圧倒的な強さをしめしている。それとともに特徴的

なのは、柳由氏には及ばないものの、福山市でも4万3千票余も得票をし

ていることである。福山市は、7区宮澤喜一代議士の地盤であり、本来、

宏池会の中心地として得票が奥原氏に入るべきところであった。しかし、

今回、宮澤喜一代議士は、亀井・奥原両陣営ともに応援することはなかっ

た。代わりに、宮澤喜一氏の甥で政治秘書の宮澤洋一氏が亀井陣営で活動

していた(宮澤弘氏長男)(19)。その結果が、福山市での高得票であったと

考えられる。つまり、広島県の宏池会は、本体に相当する宮澤家が亀井氏

支持、他の代議士が奥原氏支持と分裂したことを意味している。得票の地

域偏差で見るがきり、後述の奥原氏の地盤である4区および沿岸部を除い

て、事前の選挙運動と全県的な知名度を背景に得票していることが分かる

のである。

柳田氏は、今回の選挙で広島市中心街を中心に高得票をあげている。こ

れは、無党派層からの得票に成功した結果ということができる。しかし、

全体としては、参考としてあげた平成4年7月26日に執行された第15回参

議院選挙において次点となった小西博行氏の得票と比較した場合、22.71



社会文化研究,24(1998) 123

%から22.57%へと得票率はむしろ下がっている。この第15回参議院選挙

は、PKO法案をめぐって日本社会党を中心に「護憲ヒロシマ」を掲げる

栗原君子氏が二議席目を獲得した選挙であった。この時の小西氏の選挙は、

今回の柳田氏同様、公民協力を前提とした選挙であった。柳田氏の得票率

低下の理由は、連合を中心とする労働組合の組織率低下が影響したもの考

えられる。反面、今回の柳田氏の場合、無党派層への浸透を参考にあげた

小西氏の時よりも、広島市内でみるかぎり約5%増加させている。また、

衆議院7区で先の小選挙区制のもとで立候補したときの地盤である福山市

で大量得票に成功。これ以外でも、市部を中心に得票を伸ばしているのが

特徴である。

一方、奥原氏の場合は、4区の郡部および5区で独占的に得票している

のが特徴である。なかでも地盤である呉市の場合は、投票有権者総数の

48.5%にあたる5万票余の得票をえている。そして、この4区の郡部およ

び5区では、亀井氏および柳田氏が参考としてあげた時よりも得票数を落

としているのが特徴的である。この結果をみるかぎり、奥原氏は、4区お

よび5区という旧2区で大幅な得票をえている。そして、亀井氏から保守

票を奪取し、柳田・亀井両氏に対して5万票以上の差をつけることに成功

したのであった。奥原氏は、選挙戦略としての地盤確保に成功、知名度に

劣る点を考慮しても、広島市部でも亀井氏の104,450票に対して、82,877

票、率にして79.3%の得票をえている。これは、保守票を取り込み返した

結果ともいうことができる。反面、6区では全く得票できていない。また、

本来、自民党支持者が多い、広島県北部を中心とする郡部でも得票を全く

伸ばしていない点が特徴的である。

以上、得票の地域的特性を要約すれば、亀井氏が全県的にまんべんなく

得票しつつ、6区および郡部で強みを発揮しているのに対して、柳田氏が

広島市部および7区福山市等の市部で得票を伸ばしている。また、奥原氏

が4区の郡部および5区で圧倒的な強さを発揮しつつ、1区2区3区でも

亀井氏に対して相対的に善戦していることが指摘できよう。
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(2)主要三候補の得票内容

それでは、次に、三候補の得票の具体的な内容について分析を試みるこ

ととしたい。以下で使用するデータは、第一に、RCC中国放送が独自に

行った電話調査である。これは、7月4日から6日までの三日間、1200サ

ンプルを広島県内無作為抽出によって行ったものである。第二は、JNN

系列で行った投票日直前の7月10・11日の両日に行った電話調査である。

サンプル数は、1202、広島県内無作為抽出によるものである。この二つの

データをもとにしつつ、数値は公開できないが、出口調査の結果を勘案し

つつ分析を試みることとする。この出口調査は、7月12日午後3時21分と

同午後5時に集計されている。このうち午後3時21分に集計された出口調

査は詳細なものであるが、今回、この数倍の公開が問題となったので、そ

の傾向について叙述して述べることとする(20)。

まず、(表-2)公示後における有権者の動向をみることとする。これ

は、公示後の各調査を時系列にならべ、その調査における各候補および未

定者、棄権者の割合を表示したものである。これをみる限り、亀井氏の票

が事実上、他の陣営、特に奥原氏に流れる傾向をしめしていることがわか

る。これに対して、柳田氏が得票率を公示期間中に上昇させたことが判明

する。奥原候補は、期間中の支持率は横這いということができよう。この

柳田氏の得票率の上昇は、出口調査をみるかぎり、具体的に支持政党なし

層からのものであり、同層の約四分の一を占めている。つぎに支持政党ご

との票の流れについては、出口調査からみるかぎり、自民党支持者の85%

程度を亀井・奥原の両候補で獲得している。つまり、組織票としての自民

(表一2)公示後における有権者の動向(単位%)

得 票 率 R C C 電 話 調 査 JN N 事 前 調 査 投 票 結 果

亀 井 郁 夫 2 2 .3 3 18 .3 0 1 5 . 24

柳 田　 稔 8 .6 7 1 1 .9 0 1 2 . 7 4

奥 原 信 也 13 .0 8 13 .0 6 1 2 . 3 4

他 の 候 補 16 .6 7 16 .3 9 1 6 . 1 4

未　　 定 1 7 .8 3 2 1 .8 8 1. 9 0

棄　　 権 2 1 .4 2 18 .4 7 4 1 .6 4
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党票は、第18回参議院選挙でほぼ動員した。このことは同時に、広島県で

は、第18回参議院選挙で自民党支持層が溶解しなかった、ということを指

摘できよう。一方、柳田氏の場合は、連合広島が三分裂したなかで約6割

の民主党票を固め、さらに、特記すべきは公明票の四分の三程度を確保し

たことである。これは、柳田氏が当初の基礎票としていた友愛同盟系労働

組合票だけでなく、公明等創価学会系の組織票も確保したことを意味して

いる。一方、知名度に劣る奥原氏ではあるが、自民党票を硬くまとめたこ

とが指摘できよう。

より詳しく支持政党ごとに支持者票の流れを見ることとしたい。まず、

自民党支持者の票の流れをみることする(表-3)。亀井氏は、公示前の

段階で42.4%と相当数の自民党支持者を確保していた。しかし、選挙戦終

盤に上滑りが生じ、最後の段階では、出口調査を見る限り回復、公示前の

段階を維持したということができよう。一方、奥原候補は、徐々に支持を

伸ばし、最終的に4割弱の支持を固めるという追い上げをしめしている。

これに対して、柳田氏の場合は、当初、民主党の票も確保していなかっ

た(表-4)。これは、柳田氏が公明票を意識して、選挙後の民主党入り

に消極的な態度をしめしたためであった(21)。このため、公示後の段階で

柳田陣営の民主党支持層取りまとめは、わずか24.1%に過ぎなかった。亀

井・奥原両陣営に対して約10%しか違いが無かったのである。それが、投

(表-3)自民党支持者の票の流れ(単位%)

亀 井 郁 夫 柳 田　 稔 奥 原 信 也 未 決 定 そ の 他

R C C 電 話 調査 42 . 4 3 .3 2 6 . 4 20 .3 7 . 3

JN N 電 話 調 査 36 . 1 5 .4 2 8 . 9 2 2 .3 7 . 1

(表-4)民主党支持者の票の流れ(単位%)

亀 井 郁夫 柳 田　 稔 奥 原 信 也 未 決 定 そ の 他

R C C 電話 調 査 14 .5 2 4 . 1 14 . 5 2 4 . 1 2 2 .4

JN N 電 話 調査 17 .5 3 8 . 5 14 19 .2 1 0 .4
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票の段階までに約6割程度まで上昇したのであった。これは、友愛同盟系

組合を中心に連合広島の組織票が固まって柳田氏を支持する方向に向いて

いったことを意味する(約11万6千票程度)。同様に、公明系票もまた、

柳田氏は、当初、42.8%しか固めていなかった(表-5)。公明系票につ

いては、広島選挙区と福岡選挙区との間で友愛同盟系労働組合と公明系票

との間でバーターが取り決められていた。このため、柳田陣営としては、

公明系票約10万票を期待していた(22)。しかし、このバーターは、広島が

友愛同盟系労働組合が強い神奈川選挙区と差し替えられるとの噂がながれ、

選挙前日でも奥原氏の選挙カーに公明系県議が乗ったとの情報がながれる

など、最後まで公明系票を柳田氏が一本化しえるかどうかは不明であった。

だが結果は、出口調査で見る限り、同系票の約4分の3という高率の支持

率を獲得したのである(23)。直接的な理由は、浜四津敏子代表が広島に応

援演説に来て、柳田候補への支持を連呼したことがあげられるが、かって

の公民協力の伝統や北部での反亀井・反自民感情というより、やはり前述

の選挙区バーターの協定が功を奏したものと考えられる。政党支持層の票

の動きを見る限り、柳田陣営は、公示後の段階で基礎票となる組織票を確

保したのである。

奥原陣営は、最終段階で自民党支持者4割弱の確保に成功している。こ

れは、当初、26.4%という低支持率から見る限り、亀井候補と競合しつつ、

保守層への浸透を果したことを意味している。つまり、自民党二候補の擁

立は、むしろ、潜在的な広島の保守層掘り起こしには、相乗的に効果があっ

たのである。

最後に、主要三候補の年齢別支持率の変化から見ることとしたい。まず、

(表-5)公明系支持者の票の流れ(単位%)

亀井 郁 夫 柳 田　 稔 奥 原信 也 未 決 定 そ の 他

R C C 電 話 調 査 5. 7 4 2 .8 0 3 4 .2 17

m N 電 話調 査 2. 3 5 8 . 1 4 .6 2 0 .9 13 .8
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出口調査から主要三候補の年齢層別支持率を概観すると、亀井氏は、若干、

20歳代前半の支持率が低くく、反面、60歳代以上が高率であることを除い

て、平均的に支持を受けている。柳田氏の場合は、20歳代から40歳代まで

の若・壮年層に高い支持をうけている。反面、高年令層では低い支持率に

止まっているのが特徴である。奥原氏の場合は、20歳代の若年層と50歳代

以上の高年令層に高い支持率を得ている。亀井・奥原氏が共に高年令層の

支持率が高いことは、自民党公認候補であることから理解できるが、亀井

氏が平均的な支持率を獲得し、また、奥原氏が20歳代という若年層に高い

支持をうけていることには、より細かい分析を必要とする。

まず、亀井氏の場合、当初、どの年齢層でも25%程度の高い支持率を誇っ

ていた(表-6)。しかし、出口調査までの過程で、20歳代と40歳代の支

持率を低下させている。これは、前者が奥原氏に後者が柳田氏に浸食され

た結果と考えられる。これに対して、奥原氏は、当初、60歳代以上の支持

率が25%を越える高い支持をうけていたものの、20歳代から40歳代までは、

1割を切る支持率しかえていなかった(表-7)。しかし、出口調査をみ

(表-6)亀井候補の支持者年齢構成の変異(単位%)

R C C 電話 JN N 電話

2 0 歳 代 2 1 .4 2 1 . 1

3 0 歳 代 2 4 1 7 . 8

4 0 歳 代 2 5 . 1 14

5 0 歳 代 2 6 .1 2 4 . 5

6 0 歳 代 2 5 .5 1 7

7 0歳 以 上 28 .8 2 6 . 1

(表-7)奥原候補の支持者年齢構成の変異(単位%)

R C C 電 話 JN N 電 話

2 0 歳 代 9 . 8 8 .4

3 0 歳 代 8 . 8 1 1 .4

4 0 歳 代 8 . 7 10 .2

5 0 歳 代 1 3 .8 18 .1

6 0 歳 代 25 16 .4

7 0 歳以 上 25 .7 2 0 .3
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るかぎり、最終的には、20歳代で2割台の高い支持率をえているのである。

っまり、公示後に奥原陣営は、若年・壮年層への浸透を企画し、成功して

いたのである(24)。

一方、柳田氏の場合は、当初、期待されていた若年・壮年層の支持率も、

30歳代で7.2%という低いものであった(麦-8)。そして、RCC電話調

査からJNNの直前電話調査までの過程では、若干の伸びが数値的に現れ

ているが、実際の結果を予想できるものではなかった。それが、出口調査

の段階では、約3割という高支持率にまで、上昇しているのである。.これ

は、20歳代・30歳代の労働組合員が多い民主党支持率の上昇にともなう結

果ということができるが、この民主党支持層の内実が、無党派層と同様の

投票行動をおこなった結果であるとも推測できる。出口調査で年齢層別支

持率をみる限り、柳田氏は、20年代から40年代までの若年・壮年層に高い

支持をうけており、選挙戦術上の目的とも合致する結果であったといえよう。

おわりに

本来、参議院は、政権交代に直結する存在ではない。むしろ、3年前の

第17回参議院選挙の投票率が、44.52%という低投票率であったように、

国民の関心が低いのが普通である。理由は、参議院選挙それ自体では政権

交代が実現せず、これにともない閣僚人事にあたっても参議院における比

例代表制の導入以来、軽視する傾向が一般化していたからであった。しか

(表-8)柳田候補の支持者年齢構成の変遷(単位%)

R C C 電 話 J N N 電 話

2 0 歳 代 1 1 .6 1 6 . 1

3 0 歳 代 7 .2 10

4 0 歳 代 10 .2 1 7 . 7

5 0 歳 代 13 .3 1 6 . 5

6 0 歳 代 1 0 . 1 1 3 . 4

7 0歳 以 上 3.6 6 . 3
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し、第18回参議院選挙は、公示前の村上正邦参議院幹事長が現有61議席を

下回れば橋本政権の責任とのべ、また、公示後、加藤紘一自民党幹事長も

61議席を下回る場合の責任に関して言及した結果、間接的ではあるが政権

交代の可能性のある選挙となった(25)。

その意味で、自民党の二議席独占がならなかった広島選挙区の持つ意味

は大きい。特に、次点の奥原氏と当選した柳田氏との票差は僅かであり、

柳田氏の当選確実が打たれたのも広島市内の票が大分開いてからの午後11

時30分頃であった。

そして、亀井・柳田・奥原三氏の当落の差は、単に無党派層のどこかき

まぐれな票行動の結果ばかりでなかった。亀井氏の場合は、県北部の強力

な地盤を基礎として広範な保守層を後援会と自民党系諸会派県議による広

範な保守層の掘り起こしに成功した結果であった。柳田氏も最後まで不確

定であったものの、友愛同盟系労働組合票と公明系票という組織票を基盤

としたものであった。無党派層の取り込みも、組織票という基礎があった

上でのことであったのである。また、奥原氏の場合は、呉市の強固な地盤

を基礎として自民党県議による「取り組め型」の選挙選を公示直前に採用。

県議会70名の最大会派である自民党広島県議会議員団を中心とした選挙を

行った。三者ともに候補者の特性に応じて、三者三様の選挙戦略を遂行し

たのであった。結果は、平成8年(1996年)の小選挙区制衆議院選挙の影

響を受けての選挙となった。それは、小選挙区導入による選挙戦略が変容

するなかで、亀井候補が小選挙区型の選挙活動を行っているのに対して、

奥原・柳田候補等は、旧来からの参議院選挙の方法を踏襲しているからで

ある(26)。つまり、亀井候補の場合、1994年の政治改革によって導入され

た選挙制度の改革において、政党本位・政策本位での選挙実現という眼目

が、現職議月の生き残りとしての小選挙区中心の選挙となったことを学び、

政党が個人代議士のパーソナリティーにまで分権化した実態を選挙戦に取

り入れたということができる。結果、亀井候補は、個人後援会を強化し、

亀井候補と弟の有力代議士である亀井静香代議士との関係をオーバーラツ
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プさせる戦略をとった。これに対して、奥原候補は、広島県議会議長とい

う県政の中心に位置していた政治的資産を背景に、国会議員一県議一市

議という系列による「取り組め型」の選挙方法を踏襲している。一方、柳

田候補も組織票を基礎として、「市民派」として広範な無党派層に浸透せ

んとする野党の選挙戦略を展開したのであった。

今後、広島選挙区では、亀井氏の当選に象徴されるように政党より「人」

に重点を置き、政策論争を表面化させない、候補者の人柄を前面にだす選

挙戦術を各候補ともとることとなるであろう。また、柳田氏が無所属で立

候補したのと同様に、今後、県議レベルでも保守系無所属議員という形態

が広島県でも増えていくことだろう。この二つの要因により、広島県の自

民党は、従来からの国会議員一県議一市議という「取り纏め型」の選挙

を行った宏池会系と、上記の様に「人」を全面に小選挙区に対応した戦略

を採用した亀井系との間で今回の選挙結果から対立が生じるのではないだ

ろうか。亀井氏は他候補に比べ5万票以上も得票が多いが、奥原氏も高投

票率のなかで無党派層への浸透を図る理路がないにもかかわらず善戦した

ことも事実である。広島の広範な保守層が一気に亀井系に流れることはな

かったということができる。また、総得票および得票率からみるかぎり、

広島県の保守票は依然として健在であり、「保守王国」が今回の選挙で崩

壊したとはいえない。とはいえ、今後、統一地方選挙および次回の衆議院

選挙で、前者では保守系無所属議員の増加が亀井派との連携のうち行われ

るのか。また、後者では、再び宏池会系の代議士連が自らの後援会を媒介

として巻き直すのかが着目される。その意味で、亀井氏の採用した選挙戦

略と亀井氏の当選は、従来、宏池会系が強い広島県にあって「保守王国」

を、選挙戦略と人脈の変化という二点で変容を来すこととなろう。そして、

ここではほとんど論述しなかったが、社会民主党と新社会党の合体、民主

党の実質的な再編(広島県では、友愛同盟系労働組合の連合への完全など

イルドインと同様に、旧民社系議員である柳田氏が支持母体全体で民主党

に同化ができるかが課題)が可能なのか、これにより、長期低落傾向にあ
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る労働組合に代わり得る支持母体を創造しえるであろうか。現象的に今回

の選挙は、最終的に投票率を押し上げる役目を担った無党派層が当落のキャ

スティングボードを握った。そして、今回の選挙でこれを票として呼込め

たのは柳田氏であったが、それが柳田陣営の選挙戦略の直接的な効果であっ

たとはいえない。柳田陣営の最大の関心は、公明系票の行方であったし、

選挙パフォーマンスが実際に支持されたということも言えない(27)。その

意味で無党派層に即した政策提言を行うことと組織的利害との完全なる一

致は、選挙において実質的に不可能だと考えられる。この点で、今後、個

人後援会等を中心とする組織化が進み、実質的な票の獲得が第一に考えら

れるだろう。その上で、キャスティングボートをにざる無党派層に対して

は、今回の選挙に於けるアナウンス効果に着目、マスコミへの挺子入れと、

無党派層の現状不満的対応に対しては、イメージによる回復が目指される

と考えられるのである(28)。

注

(1)r朝日新剛平成10年7月13日付、r日本経済新開j平成10年7月13日付他。

(2)たとえば、田申愛治(早稲田大学、投票行動論)「自民支持者も業績否定

国民意識が質的に変化」r朝日新聞j(平成10年7月14日付)等。

(3)橋本晃和「論壇　投票率が5割を切れば総選挙を」r朝日新聞」平成10年7

月7日付等。

(4)当該期の広島県内経済指標は、大方、景気後退を示していた。特に5月の

個人消費は、百貨店・スーパーの売上高ともに全国より0.9%下回った。広島

県経済の中心である製造業も、4-6月の見込みが前年度比で7.6%であった。

そして、投票時点でも景気が上昇する指標は出ていない。

(5)合理的無知の結果ともいうことができよう(Downs,A.r民主主義の経済理

論j(古田楕司監訳、成文堂、1979年)。

(6)このような「雰囲気」としての状況が議席を有きなかった日本新党を政権
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与党の中心に据えたが、日本新党は現在存在しない。また、「民主主義」の危

機論をふくめ、選挙への参加そのものが今回の選挙の「争点」であった。そ

の意味で、議題設定を行ったのは、マスコミであったということができる。

(7)なお、今回の広島選挙区では、護憲「ヒロシマ」をめぐる石田明氏(社民

党)と現職栗原君子氏(新社会党)でどちらが多く得票するのか、また、二

階堂洋史氏(日本共産党)が全国的な共産党の躍進を背景にどの程度得票を

延ばすかも注月点であった。結論からいえば、石田明氏は、120,455票の四位

に対して、栗原氏は、六位の98,795票で法定得票に達しないものであった。

また、共産党は、全体的に投票率の上昇に伴い得票を延ばしたものの、それ

は他の政党支持者からの得票ではなかった。広島県では全国的な傾向と並行

した支持をうけたとは考えにくい。

(8)なお、亀井派県議による票の取り纏めも徹底したものであり、彼ら全ての

地盤において亀井郁夫氏はトップの得票を得ている。また、中心的な働きを

した県議8名中、自由民主党広島県議会議員団に属している者は3名にすぎ

ない。つまり、県議会に於ける自民党系諸会派の大半が亀井氏支持に回って

いるのである。

(9)参議院選挙をはじめて経験する亀井陣営としては、自民党県連に選挙方法

がマニュアルとしてあると考えていたがなかったため、小選挙区選挙の経験

を生かさざるを得なかったとしている。亀井静香代議士秘書市川博美氏・同

岡本信一郎氏インタビュー。

(10)従来、亀井静香氏の選挙に当たっては、対立する創価学会から、激しく非

難されることが多かったが、今回、そのようなことはなかったとされる。亀

井静香秘書岡本信一郎氏インタビュー。

(11)当然、このような小選挙区選挙をしえた理由には、潤沢な政治資金の存在

も無視できない。

(12)柳田陣営も従来、社民党支持であった呉市自治労の支持を獲得。また、従

来、日本社会党・民社党の両方を支持していた広島ガス労働組合等の支持を

獲得していた。なお、現在の自治労自体は、総体として活動する存在ではな
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くなってきている(「政界再編の中の自治労一自治総研池田省三氏に聞く」

聞き手大嶽秀夫rレヴァイアサン」臨時増刊、1998年夏)。

(13)柳田稔総合選対事務局長森永徹氏からのインタビュー。

(14)同前注。なお、組合月数は、広島県商工労働部労政福祉課編r広島県労働

組合名刺(平成9年版)および広島友愛同盟からの聴取による。

(15)広島友愛同盟でもJR西日本労働組合広島地方本部に対してペナルティー

を課すべきだ、との考えを明らかにしていた(広島友愛同盟会長藤本直太郎

氏からのインタビュー)。実際、6月30日の記者会見で笹森連合事務局長が、

警告文を送っていることも明らかとなっているが、結局、連合を母体とする

選挙とはならなかった(「日本経済新聞j平成10年7月6日付)。

(16)選挙対策本部事務局次長岡本明久氏インタビュー。

(17)同陣営の選挙シュミレーションは、投票率38%、40%、45%の三つの場合

を想定していた。

(18)奥田陣営の選挙におけるもう一つの特色は、極度のマスコミに対する警戒

心であった。選挙においてテレビ等のマスコミを利用することは、全県的な

知名度に欠ける奥原氏にとっては必要なことであったが、陣営では、奥原氏

の露出を出来るだけさけていた。これは、同陣営がマスコミを信頼せず、む

しろ、露出することで地方名望家としてのイメージが固定化されることを恐

れたためといえる。

(19)奥原陣営選挙対策事務局次長岡本明久氏インタビュー。

(20)なお、午後五時段階で集計された出口調査では、亀井・柳田・奥原三氏に

関しては、相対率で、29.0%、22.2%、22.0%と出ており、亀井氏の当確、

柳田氏の優位がみられた。また、広島市の出口調査でも、23.9%、24.0%、

18.2%との相対率がでており、柳田氏の奥原氏に対する優位が明示されてい

た。この結果を踏まえて、RCC中国放送では、開票とほぼ同時に亀井氏の

当確を打ち、柳田氏の優位を報道したのである。

(21)「参院選選挙区　候補者に聞く　中」r朝日新聞」平成10年6月28日付。こ

のなかで柳田稔氏は、民主党の県内組枚が二分化されていることに対して
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「私は民主党の人間ではないので党に聞いてほしい」と述べ、選挙後の民主

党入りに対しても「あくまでも民主党があれば」という突き放した発言をし

ている。これは、推薦をしている公明が支持を継続するようよぴかけるメッ

セージでもあった。

(22)柳田陣営としては、公明系票を約12万票と想定しており、この協定により

その約80%の約10万票を期待していたのである(柳田稔総合選対事務局長森

永徹氏からのインタビュー)。

(23)このような高率は、二階堂洋史氏が共産党支持者の約8割を集めたのに次

ぐものであった。

(24)一例をあげれば、茶道裏千家が奥原氏支持を明確にしている。このことが

20歳代の支持率向上に寄与したと考えられる。

(25)なお、衆議院のコピー化が進む参議院であるが、本来、戦後新設された参

議院は、機能の面で帝国議会以来の伝統を有する衆議院と大きく違っている。

一例をあげれば、日本で少ないことが問題となっている議員立法でも、衆議

院が発議者を含めて20名の賛成が必要であるのに対して、参議院は、発議者

と10名の賛成者、合計11名が確保できれば、議案の提出が可能なのである。

参議院は、かって緑風会による文化財保護法の制定にみられる先見的な議員

立法を果たしていた。その意味で、今後は、衆議院との間で先議権に関する

問題で法案の性格設定、参議院が任期の上で安定した存在であること等を利

用しつつ、中長期的な法案の制定等を慎重に審議する校閲として再生しなけ

ればならないだろう。これによってこそ、先進国の多くが採用している二院

制を日本においても定着し得る背景と考えられる(岩井奉信著r立法過程

(現代政治学叢書)」東京大学出版会、1988年)。

(26)1996年の衆議院選挙による選挙方法等の変化については、大嶽秀夫「第3

章都市圏における個人後援会の変容と再編」r政治再編の研究j(有斐閣、

1997年)参照。

要するに小選挙区制度の導入は、本来、政党間の政策論争を中心に行われ

るはずであった。しかし、現職議員の当選を優先させたため、各選挙区では、
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政策より「人」に重点が置かれ、個人後援会を背景として選挙戦がなされる

こととなった。その意味で、第18回参議院選挙での亀井陣営は、まさに後者

の「人」に重点を置いて、政策論争を前面に出すことなく選挙戦を行ったの

である。

(27)柳田氏の広島本通り等の繁華街での選挙演説に足を止め聞き入る一般市民

は他の候補同様殆どいなかったといってよい。

(28)本稿では、自民党が広島選挙区同様、二人区で公認候補を二人擁立し、結

果的にとも倒れとなった愛知選挙区等との比較が紙幅の関係もあり出来なかっ

た。ただ、言えることは、愛知選挙区では、自民党二候補間で明確な地盤割

りをおこなった結果、広島選挙区のような公認候補同士の競争を生まず、完

全な守りの選挙に徹してしまったことが指摘できよう。

また、第18回参議院選挙の包括的分析としては、蒲島郁夫「九八年参院選

自民大敗の構図」r中央公論」(平成10年9月号)がある。このなかで、蒲島

氏は、投票率の上昇が自民党も票を伸ばしたものの、相対的に民主党等が得

票を伸ばしたため結果的に自民党の大敗を来したとしている。この点は、ま

さに広島選挙区でも明らかにされるところではあるが、その際、蒲島氏は、

無党派層の投票行動に対して、業績投票を行ったと高く評価している。確か

に、結果として業績投票であったことに異議はないが、本稿で明らかにした

ように、それが各候補の主体的活動によったものではなかったことが指摘で

きる。その上で、増大する無党派層については、私自身、民主主義と連関せ

しめて高く評価していないが、その細かな具体的分析については今後の課題

としたい。




